
（平成２４年９月５日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 14 件

国民年金関係 1 件

厚生年金関係 13 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 2 件

国民年金関係 2 件

年金記録確認愛知地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



愛知国民年金 事案 3489 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 48年７月から 50年３月までの国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正す

ることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 46年４月から 50年３月まで 

    私は、申立期間の国民年金の加入手続及び保険料の納付については覚えて

いないが、姉に聞いたところ、姉自身の保険料は、父親が納付してくれてい

たので、私の保険料も父親が納付していたと思うと言っていた。私は当時、

Ａ市Ｂ区の実家に住み家業を手伝っていたが、結婚（昭和 52 年６月）後は

同市Ｃ区に引っ越し、その後は、自分で保険料を納付していた。申立期間の

保険料を納付したことを示す資料は無いが、申立期間の保険料が未納とされ

ていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間を除く 33 年余りにわたる国民年金加入期間において国

民年金保険料の未納は無い。 

また、オンライン記録及び国民年金受付処理簿によれば、申立人の国民年金

加入手続は、申立人の国民年金手帳記号番号前後の任意加入被保険者の資格取

得状況から、昭和 50年 10月頃にＡ市Ｃ区役所で行われ、この加入手続におい

て、資格取得日を遡って 46 年４月１日とする事務処理が行われたものとみら

れる。この加入手続時期を基準とすると、申立期間のうち、48 年７月から 50

年３月までの保険料は過年度納付することが可能であった。 

さらに、申立人の国民年金被保険者台帳を見ると、昭和 51 年１月から同年

３月までの期間及び同年７月から 52 年３月までの期間の保険料は過年度納付

されていることが確認できる上、Ａ市では、過年度保険料の納付書を区役所窓

口で発行していたとしている。このため、加入手続時点において、過年度納付

することが可能であった申立期間のうち、48年７月から 50年３月までの保険



料についても同様に父親が過年度納付していた可能性は否定できない。 

一方、申立期間のうち、昭和46年４月から48年６月までの期間については、

上記の申立人の加入手続時期を基準とすると、時効により保険料を納付するこ

とができない。 

また、申立人に対して別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡は見当

たらない上、申立人が申立期間のうち、昭和 46年４月から 48年６月までの保

険料を納付していたことを示す関連資料（確定申告書、家計簿等）は無く、ほ

かに当該期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当た

らない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭

和48年７月から50年３月までの国民年金保険料を納付していたものと認めら

れる。 

 



愛知厚生年金 事案 7430 

 

第１ 委員会の結論 

  １ 申立人の申立期間に係る標準報酬月額の記録については、申立期間のうち、

平成 21 年２月から同年 12 月までの期間について、11 万 8,000 円に訂正す

ることが必要である。    

なお、事業主が当該期間に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付

する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

  ２ 申立期間のうち、平成 22 年１月から同年８月までの期間について、標準

報酬月額の決定又は改定の基礎となる 21 年４月から同年６月までは標準報

酬月額 15 万円に相当する報酬月額が事業主により申立人へ支払われていた

と認められることから、申立人のＡ社における標準報酬月額に係る記録を

15万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 33年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 20年３月から 22年８月まで 

    記録されている標準報酬月額よりも高い標準報酬月額に基づく保険料が

給与から控除されていたので、年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立人は、平成 20年３月から 22年８月までの期間に係る年金記録の確認

を求めているが、あっせんの根拠となる法律の適用については、特例的に、

厚生年金保険の保険料徴収権が時効により消滅した期間のうち、申立日にお

いて保険料徴収権が時効により消滅していた期間については、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特例法」という。）

を、その他の期間については、厚生年金保険法を適用する、という厚生労働

省の見解が示されたことを踏まえて、当委員会では、上記各期間において、

その期間に適用される法律に基づき記録訂正が認められるかを判断するこ

ととしている。 

申立期間のうち、平成 20年３月から 21 年 12月までの期間については、



本件申立日において保険料徴収権が時効により消滅していた期間であるか

ら特例法を、22 年１月から同年８月までの期間については、本件申立日に

おいて保険料徴収権が時効により消滅していない期間であるから、厚生年金

保険法を適用する。 

２ 申立期間のうち、平成 21年２月から同年 12月までの期間については、申

立人から提出された給与明細一覧により、申立人は、当該期間において 11

万 8,000円から 16万円の標準報酬月額に見合う給与を支給され、11万 8,000

円の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことが認められる。 

ただし、特例法に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記

録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認めら

れる保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範

囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、当該期間の標準報酬月額については、給与明細一覧で確認で

きる保険料控除額から、11万 8,000円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る当該期間の保険料を納付する義務を履行した

か否かについては、Ａ社から回答は得られず、ほかに確認できる関連資料及

び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの標準報酬月額に係る届出を社会保険事務所（当時）に行

ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いこと

から、行ったとは認められない。 

一方、申立期間のうち、平成 20年３月から 21年１月までの期間について

は、上記給与明細一覧により、事業主が申立人の給与から源泉控除していた

と認められる保険料額及び申立人の給与額のそれぞれに見合う標準報酬月

額のいずれか低い方の額が、オンライン記録の標準報酬月額を超えないこと

から、特例法による保険給付の対象に当たらないため、あっせんは行わない。 

３ 申立期間のうち、平成 22 年１月から同年８月までの期間に係る標準報酬

月額については、オンライン記録によると、11万円と記録されている。 

  しかし、上記給与明細一覧によると、標準報酬月額の決定又は改定の基礎

となる平成21年４月から同年６月までは標準報酬月額15万円に相当する報

酬月額が事業主により申立人へ支払われていたことが確認できる。 

したがって、申立人のＡ社における標準報酬月額を平成 22 年１月から同

年８月までは、15万円に訂正することが必要である。 



愛知厚生年金 事案 7431 

 

第１ 委員会の結論 

１ 申立人の申立期間①に係る標準報酬月額の記録は、事後訂正の結果、平成

19 年６月から 20 年８月までは 28 万円、同年９月から 21 年５月までは 30

万円とされているところ、当該額は厚生年金保険法第 75 条本文の規定に該

当することから、年金額の計算の基礎となる標準報酬月額は訂正前の 22 万

円及び 26万円とされているが、申立人は、申立期間①のうち、19年７月は

28 万円、同年８月から 20 年８月までは 26 万円の標準報酬月額に基づく厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められるこ

とから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の

特例等に関する法律（以下「特例法」という。）に基づき、申立人の当該期

間の標準報酬月額に係る記録を、19 年７月は 28 万円、同年８月から 20 年

８月までは 26万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、当該期間に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納

付する義務を履行していないと認められる。  

２ 申立人の申立期間②及び③に係る標準賞与額については、厚生年金保険法

第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならな

い記録とされているが、申立人は、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主

により賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り

消し、特例法に基づき、申立人の当該期間の標準賞与額に係る記録を、申立

期間②は 22万 7,000円、申立期間③は 27万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 19年６月から 21年５月まで 

             ② 平成 20年７月 10日 

             ③ 平成 20年 12月 22日 

申立期間①に係る標準報酬月額が給与明細書の総支給額より少ない額と



なっている。 

また、申立期間②及び③について、賞与明細書において厚生年金保険料が

控除されていることが確認できるにもかかわらず、年金記録が無い。 

申立期間①、②及び③について、年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①のうち、平成 19年７月から 20年８月までの期間については、

申立人から提出された給与明細書により、申立人は、当該期間においてオン

ライン記録の標準報酬月額よりも高額の給与を支給され、オンライン記録の

標準報酬月額に基づく厚生年金保険料よりも高額の保険料を事業主により

給与から控除されていたことが確認できる。 

ただし、特例法に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記

録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認めら

れる保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範

囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立人の当該期間に係る標準報酬月額については、上記給与

明細書で確認できる保険料控除額から、平成 19年７月は 28万円、同年８月

から 20年８月までは 26万円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る当該期間の保険料を納付する義務を履行した

か否かについては、当該保険料を徴収する権利が消滅した後に、事業主が当

該期間当時に手続を誤ったとして訂正の届出が行われていることから、社会

保険事務所（当時）は、申立人の当該期間に係る上記訂正後の標準報酬月額

に基づく厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を

除く。）について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 

一方、申立期間①のうち、平成 19年６月及び 20年９月から 21年５月ま

での期間については、上記給与明細書において確認できる保険料控除額に見

合う標準報酬月額は、オンライン記録の標準報酬月額を超えないことが確認

できることから、特例法による保険給付の対象に当たらないため、あっせん

は行わない。 

２ 申立期間②及び③について、申立人から提出された賞与明細書により、申

立人は、当該期間に係る賞与を支給され、当該期間に係る厚生年金保険料を

事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

ただし、上述したとおり、特例法に基づき標準賞与額を決定し、これに基

づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと

認められる保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の

範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す



ることとなる。 

したがって、当該期間の標準賞与額については、上記賞与明細書で確認で

きる賞与額及び保険料控除額から、申立期間②は 22万 7,000円、申立期間

③は 27万円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る当該期間の保険料を納付する義務を履行した

か否かについては、事業主は、当該期間に係る賞与支払届の提出を怠ったと

認めていることから、社会保険事務所は、申立人に係る当該標準賞与額に基

づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 



愛知厚生年金 事案 7432 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間①から⑥までに係る標準賞与額については、厚生年金保険

法第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならな

い記録とされているが、申立人は、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申

立人の当該期間の標準賞与額に係る記録を、申立期間①は６万 6,000円、申立

期間②は 36万 9,000 円、申立期間③は 41万円、申立期間④は 48万円、申立

期間⑤は 50万円、申立期間⑥は 50万 8,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 51年生 

    住 所 ：  

              

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 18年 12月 20日 

             ② 平成 19年８月 10日 

             ③ 平成 19年 12月 20日 

             ④ 平成 20年 12月 10日 

             ⑤ 平成 21年７月 15日 

             ⑥ 平成 21年 12月 10日 

    Ａ社から支給された賞与について、年金額に反映されない記録となってい

るので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①、②及び③について、Ａ社から提出された給与集計表及び給与所

得退職所得に対する所得税源泉徴収簿において確認できる社会保険料控除額

から判断すると、申立人は、申立期間①は６万 6,000円、申立期間②は 36万

9,000 円、申立期間③は 41 万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業

主により賞与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間④、⑤及び⑥について、Ａ社から提出された給与明細書（賞



与）により、申立人は、当該期間において、その主張する標準賞与額（申立期

間④は 48万円、申立期間⑤は 50万円、申立期間⑥は 50万 8,000円）に基づ

く厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が申立期間

①から⑥までに係る賞与支払届が未提出であったとして年金事務所に届け出

ており、当該期間に係る保険料も納付していない旨認めていることから、社会

保険事務所（当時）は、申立人に係る当該期間の標準賞与額に基づく保険料に

ついて納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。 

 



愛知厚生年金 事案 7433 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間①から⑥までに係る標準賞与額については、厚生年金保険

法第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならな

い記録とされているが、申立人は、当該期間のうち、申立期間②から⑥までに

係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められ

ることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付

の特例等に関する法律（以下「特例法」という。）に基づき、申立人の当該期

間の標準賞与額に係る記録を、申立期間②は 23万円、申立期間③は 37万 8,000

円、申立期間④及び⑤は 30万円、申立期間⑥は 33万円とすることが必要であ

る。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 50年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 18年 12月 20日 

             ② 平成 19年８月 10日 

             ③ 平成 19年 12月 20日 

             ④ 平成 20年 12月 10日 

             ⑤ 平成 21年７月 15日 

             ⑥ 平成 21年 12月 10日 

    Ａ社から支給された賞与について、年金額に反映されない記録となってい

るので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間②及び③について、Ａ社から提出された給与集計表及び給与所得退

職所得に対する所得税源泉徴収簿において確認できる賞与額及び社会保険料

控除額から判断すると、申立人は、申立期間②は 23 万円、申立期間③は 37

万 8,000 円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたことが認められる。 



申立期間④及び⑤について、Ａ社から提出された給与明細書（賞与）により、

申立人は、当該期間において、その主張する標準賞与額（30 万円）に基づく

厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

申立期間⑥について、上記給与明細書（賞与）により、申立人は、当該期間

に係る賞与を支給され、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与か

ら控除されていたことが確認できる。 

ただし、特例法に基づき標準賞与額を決定し、これに基づき記録の訂正及び

保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及

び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であることから、こ

れらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立期間⑥の標準賞与額については、上記給与明細書（賞与）

で確認できる賞与額から、33万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が申立期間

②から⑥までに係る賞与支払届が未提出であったとして年金事務所に届け出

ており、当該期間に係る保険料も納付していない旨認めていることから、社会

保険事務所（当時）は、申立人に係る当該期間の標準賞与額に基づく保険料に

ついて納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。 

一方、申立期間①について、Ａ社から提出された給与集計表及び給与所得退

職所得に対する所得税源泉徴収簿により、申立人は、当該期間に賞与を支給さ

れたことは確認できるが、給与集計表の社会保険料欄は空欄に、給与所得退職

所得に対する所得税源泉徴収簿の社会保険料等の控除額欄には０円と記載さ

れており、申立人は、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から

控除されていないことが確認できる。 

また、Ａ社は、「当該期間については、申立人の賞与から厚生年金保険料を

控除することを忘れた。」と回答している。 

このほか、申立期間①について、申立人の主張する標準賞与額に基づく厚生

年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が申立期間①について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を事業主により賞与から控除されていたと認めることはできない。 

 



愛知厚生年金 事案 7434 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間①及び②に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第

75条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録

とされているが、申立人は、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞

与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人

の当該期間の標準賞与額に係る記録を、申立期間①は３万円、申立期間②は17

万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 58年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 21年７月 15日 

             ② 平成 21年 12月 10日 

    Ａ社から支給された賞与について、年金額に反映されない記録となってい

るので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された給与明細書（賞与）により、申立人は、その主張する標

準賞与額（申立期間①は３万円、申立期間②は17万円）に基づく厚生年金保険

料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が申立期間

①及び②に係る賞与支払届が未提出であったとして年金事務所に届け出てお

り、当該期間に係る保険料も納付していない旨認めていることから、社会保険

事務所（当時）は、申立人に係る当該期間の標準賞与額に基づく保険料につい

て納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行し

ていないと認められる。 



愛知厚生年金 事案 7435 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間①及び②に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第

75条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録

とされているが、申立人は、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞

与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人

の当該期間の標準賞与額に係る記録を、申立期間①は３万円、申立期間②は５

万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 59年生 

    住 所 ：  

              

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 21年７月 15日 

             ② 平成 21年 12月 10日 

    Ａ社から支給された賞与について、年金額に反映されない記録となってい

るので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された給与明細書（賞与）により、申立人は、その主張する標

準賞与額（申立期間①は３万円、申立期間②は５万円）に基づく厚生年金保険

料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が申立期間

①及び②に係る賞与支払届が未提出であったとして年金事務所に届け出てお

り、当該期間に係る保険料も納付していない旨認めていることから、社会保険

事務所（当時）は、申立人に係る当該期間の標準賞与額に基づく保険料につい

て納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行し

ていないと認められる。 



愛知厚生年金 事案 7436 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間①及び②に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第

75条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録

とされているが、申立人は、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞

与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人

の当該期間の標準賞与額に係る記録を、申立期間①は３万円、申立期間②は26

万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 38年生 

    住 所 ：  

              

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 21年７月 15日 

             ② 平成 21年 12月 10日 

    Ａ社から支給された賞与について、年金額に反映されない記録となってい

るので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された給与明細書（賞与）により、申立人は、その主張する標

準賞与額（申立期間①は３万円、申立期間②は26万円）に基づく厚生年金保険

料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が申立期間

①及び②に係る賞与支払届が未提出であったとして年金事務所に届け出てお

り、当該期間に係る保険料も納付していない旨認めていることから、社会保険

事務所（当時）は、申立人に係る当該期間の標準賞与額に基づく保険料につい

て納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行し

ていないと認められる。 



愛知厚生年金 事案 7437 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間①及び②に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第

75条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録

とされているが、申立人は、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞

与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人

の当該期間の標準賞与額に係る記録を、申立期間①は３万円、申立期間②は26

万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 34年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 21年７月 15日 

             ② 平成 21年 12月 10日 

    Ａ社から支給された賞与について、年金額に反映されない記録となってい

るので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された給与明細書（賞与）により、申立人は、その主張する標

準賞与額（申立期間①は３万円、申立期間②は26万円）に基づく厚生年金保険

料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が申立期間

①及び②に係る賞与支払届が未提出であったとして年金事務所に届け出てお

り、当該期間に係る保険料も納付していない旨認めていることから、社会保険

事務所（当時）は、申立人に係る当該期間の標準賞与額に基づく保険料につい

て納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行し

ていないと認められる。



愛知厚生年金 事案 7438 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額の記録については、３万 3,000円に訂

正することが必要である。 

なお、事業主が申立期間に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する

義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

    住 所 ：  

              

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 46年３月から同年７月まで 

    保管している給与支払明細書に記載されている保険料額は、ねんきん定期

便の保険料額よりも高額である。 

実際に控除されている保険料額に見合う標準報酬月額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき標準報

酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるの

は、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の報酬月額の

それぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月

額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の申立期間の標準報酬月額については、申立人から提出

された給与支払明細書において確認できる保険料控除額から、３万 3,000円と

することが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、Ａ社は、当該期間当時の資料が無く不明と回答しており、ほ

かに確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せ

ざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの標準報酬月額に係る届出を社会保険事務所（当時）に行った

か否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、

行ったとは認められない。



愛知厚生年金 事案 7439 

 

第１ 委員会の結論 

   総務大臣から平成24年７月10日付けで行われた申立人の年金記録に係る苦

情のあっせんについては、あっせんの根拠となる法律の適用関係について厚生

労働省の見解が示されたことを踏まえて、申立期間のうち 21年 10月から同年

12月までの標準報酬月額に係る厚生年金法第 75条本文の規定に基づく標準報

酬月額（26 万円）の記録を取り消し、同法の規定に基づき、当該期間に係る

記録を 26万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 56年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年 11月から 21年 12月まで 

    申立期間について、給与は平均 25 万円前後にもかかわらず、会社から実

際の給与よりも低い標準報酬月額で届出されており、納得できない。今後の

年金額が低くなってしまうため、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間のうち、平成21年10月から同年12月までの期間に係る標準報酬月額

については、申立人は、当該期間に係るオンライン記録の標準報酬月額を上回

る給与が支給されていたことが確認できるが、厚生年金保険料控除額に見合う

標準報酬月額は、オンライン記録の標準報酬月額を超えないことが確認できる

ことから、既に当委員会で決定したあっせん案の報告に基づき、24年７月10

日付けで総務大臣から年金記録に係る苦情のあっせんは行わないこととして

いる。 

ところで、本件を含む厚生年金事案であって申立期間に厚生年金保険料の徴

収権の消滅時効成立前の期間を含む所定の事案に関する厚生年金保険法と厚

生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特例法」

という。）の適用について、厚生労働省から、特例的に、当該事案の申立日に

おいて既に厚生年金保険の保険料徴収権が時効により消滅した期間について

は、特例法を、その他の期間については、厚生年金保険法を適用する、という

見解が示され、当委員会では、上記各期間において、その期間に適用される法



律に基づき記録訂正が認められるかを判断することとしている。 

しかしながら、前回なされたあっせんについては、その審議において、厚生

労働省の見解に基づく上述の厚生年金保険法と特例法の適用を前提とした標

準報酬月額の検証が行われていなかったことが確認された。 

このため、改めて厚生労働省の見解に基づき厚生年金保険法と特例法の適用

について、当該事案を再審議した結果、申立期間のうち、平成21年10月から同

年12月までの期間については、本件申立日において保険料徴収権が時効により

消滅していない期間であることから、厚生年金保険法を適用する。 

したがって、当該期間については、平成24年２月15日付けで事業主から日本

年金機構へ提出された健康保険厚生年金保険被保険者報酬月額算定基礎届に

基づき、同年２月16日付けで標準報酬月額の改定が行われている（当該額は厚

生年金保険法第75条本文の規定に該当するとして、年金額の計算の基礎となっ

ていない。）が、事業所提出の賃金台帳のほか、申立人が自身の給与明細書を

基に作成した資料によると、標準報酬月額の決定の基礎となる21年４月から同

年６月までは標準報酬月額26万円に相当する報酬月額が事業主により申立人

へ支払われていることが確認できることから、厚生年金保険法に基づき、当該

期間に係る標準報酬月額を26万円に訂正することが必要である。 

 



愛知厚生年金 事案 7440 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①から⑤までについて、厚生年金保険料を事業主により

賞与から控除されていたことが認められることから、当該期間の標準賞与額に

係る記録を、申立期間①は35万円、申立期間②は42万円、申立期間③は45万円、

申立期間④は47万円、申立期間⑤は47万9,000円に訂正することが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付

する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

また、申立人は、申立期間⑥に係る標準賞与額33万円、申立期間⑦及び⑧に

係る標準賞与額60万円に相当する賞与が事業主により支払われていたと認め

られることから、当該期間の標準賞与額に係る記録を、申立期間⑥は33万円、

申立期間⑦及び⑧は60万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 28年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 19年 12月 14日 

             ② 平成 20年７月 15日 

             ③ 平成 20年 12月 12日 

             ④ 平成 21年７月 10日 

             ⑤ 平成 21年 12月 22日 

             ⑥ 平成 22年７月 26日 

             ⑦ 平成 22年 12月 20日 

             ⑧ 平成 23年７月 25日 

    申立期間①から⑧までについて、賞与が支給され、厚生年金保険料が控除

されていたにもかかわらず、届出がされていなかった。厚生年金保険の記録

を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間①から⑧までの標準賞与額に係る年金記録の確認を求め

ているが、あっせんの根拠となる法律の適用については、特例的に、厚生年金

保険の保険料徴収権が時効により消滅した期間のうち申立日において保険料



徴収権が時効により消滅していた期間については、厚生年金保険の保険給付及

び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「厚生年金特例法」という。）を、

その他の期間については、厚生年金保険法を適用する、という厚生労働省の見

解が示されたことを踏まえて、当委員会では、上記各期間において、その期間

に適用される法律に基づき記録訂正が認められるかを判断することとしてい

る。 

申立期間のうち、申立期間①から⑤までについては、本件申立日において保

険料徴収権が時効により消滅した期間であるから、厚生年金特例法を、申立期

間⑥から⑧までについては、本件申立日において保険料徴収権が時効により消

滅していない期間であるから、厚生年金保険法を適用する。 

申立人が提出した給料支払明細書（賞与）及び賞与明細書によると、申立人

は、申立期間①から⑤までに係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められる。 

また、標準賞与額については、厚生年金特例法に基づき標準賞与額を決定し、

これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除して

いたと認められる保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与

額の範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定

することとなる。 

したがって、申立期間①から⑤までに係る標準賞与額については、申立人が

提出した給料支払明細書（賞与）及び賞与明細書において確認できる総支給額

及び保険料控除額から、申立期間①は35万円、申立期間②は42万円、申立期間

③は45万円、申立期間④は47万円、申立期間⑤は47万9,000円とすることが妥

当である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間①から⑤までの保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、Ａ社からの回答が得られず、これを確認できる

関連資料及び周辺事情が見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを

得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの賞与額に係る届出を社会保険事務所（当時）に行ったか否か

については、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないことから、

行ったとは認められない。 

一方、申立期間⑥から⑧までについては、前述の賞与明細書により、申立期

間⑥に係る標準賞与額33万円、申立期間⑦及び⑧に係る標準賞与額60万円に相

当する賞与が事業主により支払われていたことが確認できる。 

したがって、申立期間⑥から⑧までに係る標準賞与額を、申立期間⑥は33

万円、申立期間⑦及び⑧は60万円に訂正することが必要である。



愛知厚生年金 事案 7441 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間①に係る標準賞与額 23 万円、申立期間②及び③に係る

標準賞与額 45 万円に相当する賞与が事業主により支給されていたことが認め

られることから、当該期間に係る標準賞与額の記録を、申立期間①は 23万円、

申立期間②及び③は 45万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 48年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 22年７月 26日 

             ② 平成 22年 12月 20日 

             ③ 平成 23年７月 25日 

    賞与（明細書）により、申立期間①、②及び③に賞与が支給され、厚生年

金保険料が控除されていたことが確認できるので、年金記録を訂正してほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間①、②及び③の標準賞与額に係る年金記録の確認を求め

ているが、あっせんの根拠となる法律の適用については、特例的に、厚生年金

保険の保険料徴収権が時効により消滅した期間のうち、申立日において保険料

徴収権が時効により消滅していた期間については、厚生年金保険の保険給付及

び保険料の納付の特例等に関する法律を、その他の期間については、厚生年金

保険法を適用する、という厚生労働省の見解が示されたことを踏まえて、当委

員会では、上記期間において、その期間に適用される法律に基づき記録訂正が

認められるかを判断することとしている。 

申立期間①、②及び③については、本件申立日において保険料徴収権が時効

により消滅していない期間であるから、厚生年金保険法を適用する。 

申立人から提出された賞与（明細書）により、申立人は、当該期間に係る標

準賞与額（申立期間①は23万円、申立期間②及び③は45万円）に相当する賞与

が事業主により支払われていたことが確認できる。 

したがって、当該期間に係る標準賞与額を、申立期間①は23万円、申立期間

②及び③は45万円に訂正することが必要である。



愛知厚生年金 事案 7442 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間①から⑪までについて、その主張する標準賞与額に基づ

く厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる

ことから、当該期間の標準賞与額に係る記録を、申立期間①は29万円、申立期

間②は28万円、申立期間③は29万3,000円、申立期間④は22万円、申立期間⑤

は32万円、申立期間⑥は40万円、申立期間⑦は45万円、申立期間⑧は49万円、

申立期間⑨は53万円、申立期間⑩及び⑪は50万円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付

する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年 12月 10日 

             ② 平成 16年７月 16日 

             ③ 平成 16年 12月 10日 

             ④ 平成 17年 12月 20日 

             ⑤ 平成 18年７月 14日 

             ⑥ 平成 18年 12月 14日 

             ⑦ 平成 19年７月 13日 

             ⑧ 平成 19年 12月 14日 

             ⑨ 平成 20年７月 15日 

             ⑩ 平成 20年 12月 12日 

             ⑪ 平成 21年７月 10日 

    申立期間①から⑪までについて、給料支払明細書（賞与）及び賞与明細書

等により、賞与が支給され、厚生年金保険料が控除されていたことが確認で

きるので、年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間⑤及び⑦から⑪までについて、申立人から提出された給料支払明細

書（賞与）及び賞与明細書により、申立人は、Ａ社から賞与を支給され、当該



期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認

められる。 

ただし、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき標準賞与額を決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われる

のは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の賞与額の

それぞれに見合う標準賞与額の範囲内であることから、これらの標準賞与額の

いずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、当該期間の標準賞与額については、前述の給料支払明細書（賞

与）及び賞与明細書において確認できる厚生年金保険料控除額及び総支給額か

ら、申立期間⑤は32万円、申立期間⑦は45万円、申立期間⑧は49万円、申立期

間⑨は53万円、申立期間⑩及び⑪は50万円とすることが妥当である。 

申立期間①から④まで及び⑥について、申立人から提出された普通預金（兼

お借入明細）により、申立人は、当該期間にＡ社から賞与の支給を受けていた

ことが確認できる。 

また、複数の同僚から提出された給料支払明細書（賞与）、賞与明細書及び

賞与に関する支払額・控除額等のメモによると、いずれの期間も賞与から厚生

年金保険料が控除されていることが確認できることから、申立人についても当

該期間の賞与から厚生年金保険料が事業主により控除されていたことが推認

される。 

したがって、当該期間に係る標準賞与額の記録については、前述の普通預金

（兼お借入明細）により、申立期間①は29万円、申立期間②は28万円、申立期

間③は29万3,000円、申立期間④は22万円、申立期間⑥は40万円とすることが

妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間①から⑪までの保険料の納付義務を履

行したか否かについては、Ａ社からの回答が得られず、これを確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを得な

い。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの賞与額に係る届出を社会保険事務所（当時）に行ったか否か

については、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないことから

行ったとは認められない。 

 

 



愛知国民年金 事案 3490 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 55年 11月から 56年３月までの期間及び 60年４月から 61年

３月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ①  昭和 55年 11月から 56年３月まで 

             ②  昭和 60年４月から 61年３月まで 

    昭和 55年 10 月頃に、義父がＡ町役場で私の国民年金加入手続を行った。

私が夫婦二人分の国民年金保険料を毎月必ず義父に渡し、義父が同町役場で

毎月納付してくれていたので、申立期間について、保険料の納付があったこ

とを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間に係る国民年金保険料を毎月必ず義父に渡していたとし

ているものの、国民年金加入手続及び保険料納付に直接関与しておらず、これ

らを行ったとする義父は既に亡くなっていることから、申立期間に係る加入手

続及び保険料納付状況の詳細は不明である。 

また、申立人は、昭和 55年 10月頃に義父がＡ町役場で国民年金加入手続を

行い、申立期間①の保険料も義父が毎月同町役場で納付していたとしているこ

とから、申立期間①の保険料は現年度納付したとする主張と思われるところ、

国民年金手帳記号番号払出簿及びオンライン記録における申立人の国民年金

手帳記号番号前後の任意加入被保険者の資格取得状況によれば、申立人の国民

年金加入手続は、56 年５月頃に同町で行われ、この加入手続の際に、資格取

得日を遡って 55年 11 月 10日（同町転入日）とする事務処理が行われたもの

とみられる。この加入手続時期を基準とすると、申立期間①の保険料について

は、現年度納付することはできないことから、申立人の主張と相違する上、こ

の時期においては、申立期間①の保険料は過年度納付することが可能であった

ものの、申立人は、義父が申立期間①の保険料を遡って納付していたことはな



いとしており、申立期間①の保険料が納付されたことをうかがわせる事情を見

いだすことはできない。 

さらに、申立人は、申立期間②の保険料についても義父が毎月Ａ町役場で納

付していたとしていることから、申立期間②の保険料も現年度納付したとする

主張と思われるところ、国民年金被保険者台帳によると、少なくとも申立期間

②前の昭和 56年４月から 59年３月までの保険料については、現年度納付され

ていることが確認できる。しかしながら、オンライン記録によると、申立期間

②直後の 61年４月から 63年３月までの保険料は同年６月 23日に一括で過年

度納付されていることから、この過年度納付が行われた期間の直前である申立

期間②の保険料を義父が継続して現年度納付していたとまでは推認し難い上、

申立人に対して申立期間②直後と同様に申立期間②についても過年度納付書

が作成・送付されていたとも考えられるが、61年４月から 63年３月までの保

険料を一括で過年度納付した時点では、申立期間②の保険料は既に時効が成立

していたことから、義父はこの時点において申立期間②の保険料を納付するこ

とはできなかったものとみられる。 

加えて、Ａ町の申立人に係る被保険者記録票においても申立期間の保険料が

納付された形跡は見当たらない。 

このほか、申立人に対して別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡は

見当たらない上、義父が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料

（確定申告書、家計簿等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたこ

とをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



愛知国民年金 事案 3491 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 61 年１月から同年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 34年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 61年１月から同年３月まで 

    私は、国民年金の加入手続を行った覚えは無いが、昭和 61 年４月から同

年６月頃までの間に、Ａ市Ｂ区役所から申立期間の国民年金保険料の納付書

が送られてきたと思う。同区役所に電話で納付方法などを確認して、その納

付書で保険料を一括納付した覚えがある。納付場所及び納付金額は覚えてお

らず、申立期間の保険料を納付したことを示す資料も無いが、申立期間の保

険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の国民年金加入手続を行った覚えは無いが、昭和 61 年

４月から同年６月頃までの間に、Ａ市Ｂ区役所から納付書が送付されてきたの

で、申立期間の保険料を一括納付した覚えがあるとしているものの、納付場所

及び納付金額については覚えていないとしていることから、申立期間に係る加

入手続及び保険料納付状況の詳細は不明である。 

また、オンライン記録及び国民年金手帳記号番号払出簿によると、申立人の

国民年金手帳記号番号は、平成元年６月 19 日にＡ市Ｃ区で払い出されている

ことから、その頃に初めて申立人の国民年金加入手続が行われ、この加入手続

の際に、資格取得日を遡って申立人が第３号被保険者となった昭和 63 年 12

月 21 日とする事務処理が行われたものとみられる。このことは、申立人が所

持する年金手帳の「国民年金の記録（１）」欄の記載内容及びＤ市の国民年金

被保険者名簿の資格記録とも符合する。このため、この資格取得日を基準とす

ると、申立期間は国民年金に未加入であり、国民年金の未加入者に対して納付

書が作成・送付されることは無いことから、申立期間の保険料を納付すること

はできなかったものとみられる。 



さらに、申立人に対して別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡は見

当たらない上、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料

（確定申告書、家計簿等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたこ

とをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 


